
提案募集⽅式における横浜市の提案項⽬と調整結果⼀覧

提案年度 提案項⽬ 結果 対応⽅針（閣議決定）

保育所等利⽤待機児童数調査（10⽉１⽇現
在）の廃⽌
（指定都市市⻑会共同で提案）

○

10⽉１⽇時点における保育所等利⽤待機児童数調査について
は、地⽅公共団体等の事務負担を軽減するた
め、令和３年度調査から全国集計を⾏わないこととする。
［措置済み（保育所等関連状況取りまとめ（令和３年４⽉１
⽇）及び「⼦育て安⼼プラン」「新⼦育て安⼼プラン」集計
結果の概要資料（令和３年８⽉27⽇厚⽣労働省⼦ども家庭局
保育課））］

⼦育てのための施設等利⽤給付の代理受領に
おける施設等から保護者に対する特定⼦ど
も・⼦育て⽀援提供証明書の交付の廃⽌
（指定都市市⻑会共同で提案）

○

特定⼦ども・⼦育て⽀援施設等（７条10項１号から３号まで
の施設に限る。）の利⽤に関して、特定⼦ども・⼦育て⽀援
提供者（30条の11第３項。以下この事項において「提供
者」という。）が、市町村（特別区を含む。以下この事項に
おいて同じ。）から施設等利⽤費（30条の２）の⽀払を受け
る場合については、提供者及び市町村の事務負担を軽減する
ため、令和３年度中に府令を改正し、提供者から施設等利⽤
給付認定保護者（30条の５第３項）に対する特定⼦ども・⼦
育て⽀援提供証明書の交付を不要とし、その旨を地⽅公共団
体に周知する。

特定教育・保育施設における利⽤定員の変更
に係る公定価格の算定⽅法の⾒直し

- （関係府省における予算編成過程での検討を求める提案）

⾼年齢者等の雇⽤の安定等に関する法律に基
づく就業⽀援業務（請負・委任、派遣、職業
紹介）のシルバー⼈材センター連合内の業務
移譲の明確化

× （対象外：地⽅に対する規制緩和の提案ではないため）

2020
（令和2）

医療法第30条の４に規定する医療計画に定め
る事項の⼀部（地域医療構想等）及び同法第
30条の14に規定する地域医療構想調整会議に
係る事務について、都道府県と協議の上、基
礎⾃治体が処理できる旨の明確化

×

児童扶養⼿当に係る2分の1の⽀給を停⽌する
減額措置の⾒直し

○

児童扶養⼿当の⼀部⽀給停⽌の適⽤除外（13条の3）に係る
届出については、受給資格者の提出書類の簡素化を図るな
ど、受給資格者や届出を受理する地⽅公共団体の事務負担を
軽減する⽅向で検討し、令和元年度中に結論を得る。その結
果に基づいて必要な措置を講ずる。

医療計画の策定等に係る権限の指定都市への
移譲

× （改めて⽀障事例等が⽰された場合に調整対象とする）

2021
（令和３）

2019
（令和元）



提案年度 提案項⽬ 結果 対応⽅針（閣議決定）

搭乗型移動⽀援ロボット公道実証実験におけ
る国際運転免許証等にかかる運転免許要件の
明確化

○

搭乗型移動⽀援ロボットの公道実証実験については、国際運
転免許証⼜は外国運転免許証（107 条の2）で運転すること
ができる場合を明確化し、都道府県警察を通じて同実験の実
施主体に2018 年度中に周知する。

PCB廃棄物等の掘り起し調査にあたっての固
定資産税情報の内部利⽤

○

（ⅰ）都道府県市が実施する、管内における未処理のPCB廃
棄物等を網羅的に把握するための調査のうち、PCB使⽤安定
器の調査については、「PCB廃棄物等の掘り起こし調査マ
ニュアル（第5版）」（平30 環境省）に記載の各情報源の特
性を参考にしつつ、同調査において使⽤する各情報源にメ
リット・デメリットがあり、⼊⼿の容易性も都道府県市ごと
に異なることを踏まえ、使⽤する情報を選択する必要がある
ことを、関係者連絡会を通じて都道府県市に2018 年中に周
知する。
[措置済み（平成30 年8⽉29 ⽇付け環境省環境再⽣・資源循
環局ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理推進室⻑通知）]
（ⅱ）都道府県市において上記情報源の⼊⼿⼜は活⽤ができ
ない場合があること等を踏まえ、調査に⽤いる事業者のリス
トを整備し、都道府県市に2019年1⽉までに提供する。

医療計画の策定等に係る権限の指定都市への
移譲

×

地域医療介護総合確保基⾦を指定都市が主体
的に活⽤できる仕組みの構築

×

学校給⾷費の私⼈への徴収委託（コンビニエ
ンスストア等での納付）の実現

○

学校給⾷費（学校給⾷法11条2項）の徴収⼜は収納の事務に
ついては、学校給⾷費が物品売払代⾦（地⽅⾃治法施⾏令
（昭22政令16）158条1項4号）に該当するため、私⼈に委託
することが可能であることを、地⽅公共団体に平成29年中に
通知する。
［措置済み(平成29年11⽉30⽇付け総務省⾃治⾏政局⾏政
課、⽂部科学省初等中等教育局健康教育・⾷育課通知)］

私⽴幼稚園の設置認可権限等の移譲 ×
医療計画の策定権限等の移譲 ×
地域医療介護総合確保基⾦の指定都市への設
置

×
（改めて⽀障事例等が⽰された場合に調整対象とする）

（改めて⽀障事例等が⽰された場合に調整対象とする）

2018
（平成30）

2017
（平成29）



提案年度 提案項⽬ 結果 対応⽅針（閣議決定）

地域医療介護総合確保基⾦における市の主体
的な計画策定

×

医療計画の策定権限等にかかる事務・権限の
移譲

×

地域医療構想の必要病床数を踏まえた基準病
床数の設定

×

保育所の整備・運営への⺠間事業者の積極的
な参⼊を実現するための規制緩和（イコール
フッティングの実現）

× （対象外：地⽅財政措置に関するものであるため）

私⽴幼稚園の認可権限等の移譲 ×
指定都市の都市計画決定・変更案件（国同意
不要分）に係る都道府県協議の廃⽌

×

都市計画事業の認可権限に係る指定都市への
移譲

×

医療計画等の策定権限等の移譲 ×
地⽅債対象事業の拡充 ×
地⽅債の財政融資資⾦借⼊に係る提出書類の
簡素化

×

地⽅債の財政融資資⾦借⼊に係る提出書類の
簡素化

○

財政融資資⾦の借⼊に係る財務⼤⾂への申込み（財政融資資
⾦の管理及び運⽤の⼿続に関する規則（昭49 ⼤蔵省令42）
29 条）については、融資審査の⼿続を簡素化・効率化する
ため、提出書類について削減等の⾒直しを⾏う。

都市計画の軽易な変更の⾒直し ○

市町村が都市計画の変更を⾏う場合における軽易な変更とさ
れる事項（施⾏規則13 条の2）については、制度の運⽤実態
や地⽅公共団体の意向を調査し、その結果等を踏まえて⾒直
しを検討し、平成27 年中に結論を得る。

救助の主体権限を指定都市⻑へ移譲、救助の
種類・程度の拡充及び事務⼿続の簡素化

×

⾃衛隊の災害派遣要請権限の全市⻑への移譲 ×

緊急通⾏⾞両の確認（通⾏許可）権限の指定
都市⻑への移譲

×

地⽅債対象事業の拡充 ×
私⽴幼稚園の認可権限等の移譲 ×
医療計画等の策定権限等の移譲 ×
都市計画事業の認可権限に係る指定都市への
移譲

×

「都市計画区域の整備、開発及び保全の⽅
針」、「区域区分」等に関する都市計画決定
に係る国の同意協議の廃⽌

×

国が県に設置する地⽅消費者⾏政活性化基⾦
の指定都市への設置

×

国が地⽅⾃治体を経由せず⺠間事業者に直接
交付している補助⾦の地⽅移管

×

国が都道府県に設置する緊急雇⽤創出事業臨
時特例基⾦の指定都市への設置

×

農業振興地域制度の農⽤地利⽤計画の策定・
変更に係る県の同意の廃⽌

×

（改めて⽀障事例等が⽰された場合に調整対象とする）

（改めて⽀障事例等が⽰された場合に調整対象とする）

2014
（平成26）

2016
（平成28）

2015
（平成27）


